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要旨 
 

１． 報告書の名称 
沿岸・浅海域の資源の有効利活用を目指した技術開発 

 
２． 報告書の内容 
（１） 作成の背景 
世界人口の急増（資源需要量の増加）と地球環境の悪化（資源供給量の減少および質の悪化）

が進むなか、資源循環型社会の実現は不可欠である。しかし、資源循環型社会の実現に向けた

道のりは遠く、また、資源循環型社会といえども、新規の資源開発・利用を完全に止めること

は出来ない。 
このような状況下では、資源循環型社会の構築・実現と並行して、環境保全の姿勢を堅持し

つつも、利用可能な資源のリザバー拡大と多様度上昇を図ることにより、変動に強い資源供給

システムを構築するための活動を推進すべきである。その場合、陸域に固執することなく、広

大さ、高い生産力、人間活動との高い密着性等から、沿岸・浅海域の資源の総合的かつ持続的

な有効利活用に向けた取組みを活性化する必要がある。そこで、海水科学研究連絡委員会では、

今期の活動テーマとして、「沿岸・浅海域の資源の有効利活用を目指した技術開発」を取り上げ、

議論を重ねてきた。なお、ここで扱う沿岸・浅海域の資源とは、溶存無機成分、水、およびバ

イオマス（微生物から大型生物までを含む）の各資源を指す。 
 

（２）現状と問題点 
世界的な資源不足や環境問題の回避に向けて、地球環境と共生できる資源循環型社会を実現

することが必須であるという共通認識が広まってきた。しかし、真の意味での資源循環型社会

の構築・実現に至るまでには種々の難問が山積しており、その実現は容易ではない。 
このような状況において、社会の活性を下げることなく生活水準の向上と社会の発展を目指

すためには、資源循環型社会の構築・実現に向けた歩みを着実に進めると共に、環境保全の姿

勢を堅持しつつも、利用可能な資源のリザバーをある程度大きくし、その多様度を高めること

により、変動に強い資源供給システムを構築しておく必要がある。特に、四面を海に囲まれた

日本においては、陸域のみならず、沿岸・浅海域の資源の総合的かつ持続的利活用を目指した

研究・開発を進展させるべきである。しかしながら、現状では、沿岸・浅海域のある特定資源

についての個別あるいは事業別の研究・開発は進んでいるものの、環境との協調関係を維持し

つつも、多種多様な資源を融合的かつ多段的に有効利活用（複数資源の同時採取、多面的利用、

資源採取と環境再生の融合化、事業の融合化・最適化等）するために必要な要素技術に関する

研究・開発やそれらの有機的連携化、事業の実施・評価体制の最適化を行うまでには至ってい

ない。 
従って、早急に現状を改善し、積極的に世界規模での資源不足および環境問題に対応しない



限り、近い将来、我が国の社会活性や生活水準が大幅に低下するのみならず、世界規模で食糧

を含む各種資源不足、環境問題が深刻なものとなることは明らかである。 
 

（３）改善点、提言等の内容 
上記のような状況を踏まえて、先ず、我が国の沿岸・浅海域の資源の有効利活用を目指した

技術開発において、下記の施策推進することを提案する。ただし、本報告の内容は、国内のみ

に留まらず、我が国と同様に海を重要な資源供給の場としている諸外国の研究・開発の促進に

も資することを目的とするものである。 
 
１． 変動に強い資源供給システムを構築するための活動を推進する 
世界規模での資源不足問題に対処するためには、資源循環型社会の構築・実現と並行して、

環境保全の姿勢を堅持しつつも、利用可能な資源のリザバー拡大と多様度上昇を図ることによ

り、変動に強い資源供給システムを構築するための活動を推進すべきである。 
２． 沿岸・浅海域の溶存無機資源・水・バイオマス資源の有機的・連携的利活用を目指す 
沿岸・浅海域の溶存無機成分（特に、リチウム・ウランのような希薄資源、硝酸・リンのよ

うな富栄養化原因とも資源ともなり得るもの）、水、バイオマス資源の有機的・連携的利活用を

実現するための調査・研究、技術開発を促進させる必要がある。すなわち、沿岸・浅海域の多

面的利用、高効率・環境保全型の資源利活用技術の開発、複数資源の同時採取、資源採取と環

境再生の融合化等、既成の概念および技術（腐食・生物汚損対策やエネルギーの開発・変換・

利用等の資源の採取・利活用に係る付属技術を含む）の融合化を推し進めなければならない。 
３． 沿岸・浅海域の生産・資源環境の適正評価と保全・修復・管理技術の向上を図る 
沿岸・浅海域の資源の有効利活用を目指すには、先ず、当該海域の生産環境・資源環境を適

正に把握・評価し、それらを保全、修復および管理する技術の向上を図ることが重要である。 
４． 情報関連・事業評価システムの最適化および事業組織の体制整備・強化を図る 
低コスト・高効率・環境保全型の沿岸・浅海域資源の有効利活用を実現するためには、上記

に加え、関連情報の管理・開示システム、事業組織の体制整備・強化（核となる省庁・部局の

設定、関係官庁の横断的対応や取組みの促進、関連組織の体制整備・調整システムの構築）、事

業評価システムの最適化・効率的運用を図る必要がある。 
５． 沿岸・浅海域の生物・非生物環境に係る各種情報の利用・汎用化を図る 
沿岸・浅海域の資源の有効利活用を推進するには、市民の協力が必須であることから、市民

にとって判りやすく、馴染みやすい、上記の研究・調査報告、技術情報をはじめとする、沿岸・

浅海域の生物・非生物環境に係る各種情報の利用・汎用化に努めるべきである。 
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１．はじめに 
 
世界人口の急増（資源需要量の増加）と地球環境の悪化（資源供給量の減少および質の悪化）

によって、大量生産・大量消費・大量廃棄に支えられてきた従来の社会システムの継続は、早

晩、食糧不足のみでなく、各種資源の枯渇を招き、人類の未来に暗雲をもたらす。そのため、

近年、この状況を変えるためには、地球環境と共生できる資源循環型社会を実現することが必

須であるという共通認識が広まってきた。しかし、真の意味での資源循環型社会の構築・実現

に至るまでには種々の難問が山積しており、その実現は容易ではない。 
資源循環型社会の基本条件は、利用できる資源の量および人間活動の影響を包含できる環境

容量が限られている地域において、ゼロエミッション（本来は地域内で物質循環を完結させる

という意味）という考え方を実践することである。しかし、地域（系）内で物質循環を完結さ

せるためには、その系内に質・量ともにあるレベル以上の資源が存在する必要がある。しかも、

系内における資源の質・量は日々変化するため、それらの変動を把握し、制御する術を持たな

ければならない。加えて、ゼロエミッションという概念の推進に当たっては、系の特徴を如何

に出すか、適切な系のサイズはどのくらいか、系内に住む人々がどの程度までなら生活水準の

低下や拡大する地域格差を甘受できるか等に関する考慮も必要である。 
また、資源循環型社会といえども、新規の資源開発・利用を完全に止めることは出来ない。

人間活動がある限り、陸域資源の制限的開発・最大限の有効利活用が実践され、それらの方法

が上手く軌道に乗ったとしても、それだけでは、早晩、多くの必須資源が不足し、産業活動が

低迷するばかりでなく、人類の生存さえ危うくなるのは明らかである。 
この様な状況において、社会の活性を下げることなく生活水準の向上と社会の発展を目指す

ためには、社会システムの大幅な変更（資源循環型社会の実現）に向けた歩みを進めることは

当然であるが、利用可能な資源のリザバーをある程度大きくし、その多様度を高めることによ

り、変動に強い資源供給システムを構築しておく必要がある。同時に、環境に配慮しつつも各

種有用資源を総合的かつ持続的に有効利活用する方策を早急に確立し、適正管理下においてそ

れらを実施・推進していく必要がある。 
そのためには、先ず、沿岸・浅海域の資源の有効利活用を目指した研究・技術開発を進展さ

せなければならない。沿岸・浅海域を対象とするのは以下の理由による：(1)地球表面の２／３
以上を被う海域の中でも、人の生活に最も密着した場である事に加え、無機（溶存、非溶存態、

生物由来を含む）、水、バイオマス（微生物、遺伝子資源を含む）、エネルギー（潮位差、波力、

熱交換、水素、バイオマス由来等）、環境保護・緩衝（環境浄化、温度やCO2濃度の変動抑制、

安定性保持等）、時間・空間（輸送路、埋め立て、不用物質の貯蔵・分解、精神安定化を含む）

等の各種資源を、人が最も利活用し易い状況で保持している地域である。(2) 日本は四方を海
に囲まれており、生産力の高い、広い沿岸・浅海域を持つ。(3) 沿岸・浅海域は、人間活動に
伴う過剰負荷（陸域からの汚染物流入や様々な開発行為）による環境悪化や地域資源の過剰採

取により、各種資源量の減少や質の悪化に加え、有効利活用に支障をきたす種々の問題が生じ
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ている場所である。 
このような背景のもと、本委員会では、今期の活動テーマとして、「沿岸・浅海域の資源の有

効利活用を目指した技術開発」を取り上げ、議論を重ねてきた。なお、ここで扱う沿岸・浅海

域の資源とは、溶存無機成分、水、およびバイオマス（微生物から大型生物までを含む）の各

資源を指す。それ故、本報告は、日本が世界的な各種資源・環境問題に適切に対処し、沿岸・

浅海域の資源の総合的かつ持続的な有効利活用を目指すには、当該海域の生産環境・資源環境

を適正に把握・評価し、それらを保全、修復および管理する技術の向上を図ることに加え、環

境に配慮しつつも、資源の有機的・連携的利活用を実現するために必要な種々の調査・研究・

開発、および総合利活用・評価システムづくりに向けた活動の早期開始と当該関連分野の研究・

技術開発の促進を提案するものである。 
上記の現状を改善し、積極的に世界規模での資源不足および環境問題に対応しない限り、近

い将来、我が国の社会活性や生活水準が大幅に低下するのみならず、世界規模で食糧を含む各

種資源不足、環境問題が深刻なものとなることは明らかである。従って、本報告の内容は、国

内のみに留まらず、我が国と同様に海を重要な資源供給の場としている諸外国の研究・開発の

促進にも資することを目的としている。 
なお、本委員会では、沿岸・浅海域の有用資源として、溶存無機成分、水、バイオマスの３

分野を取り上げたが、海水中の有用成分の採取・利活用に係わる付属技術、エネルギー供給、

環境現状と動態予測、当該海域の資源開発に関連する政府諸機関や関連研究団体等の情報を含

め、報告書は 6分野の構成となっている。 
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２．沿岸・浅海域の溶存無機成分の有効利活用を目指した技術開発 
ここでは、本報告書の趣旨から、海水中の溶存有用無機資源の採取および利用現状、問題点、

将来像について検討し、次いで、沿岸・浅海域の無機溶存資源の採取における課題と新たな視

点の必要性について言及する。 
 
２-１ 海水中の有用無機成分の有効利用を目指した技術 
 海水中に含まれている無機成分の中で、資源的、環境的に重要な微量元素として、リチウム、

ヨウ素、ウラン、リン、ホウ素、ケイ素、チッ素等が挙げられる。資源的価値の高いものは前

半の 4 種、環境影響が注目されるものは後半の 5 種である（ウランとリンは共通）。なお、リ
チウム、ヨウ素、ウランの海水中濃度は、それぞれ、0.17 mg/L、0.06 mg/L、0.003mg/L で、

これらは希薄資源である。以下に、海水中からのリチウム、硝酸、リンの採取および利活用を

目指した技術・概念を中心に記述する。 

２-１-１ 有用無機成分としてのリチウムの採取技術 

 リチウムは、特にリチウム二次電池の材料として重要な資源である。毎年、10%以上の需要の

伸びを示している。また、リチウム原料供給先がチリのアタカマ湖を中心とする寡占状態に陥

り、供給元からの価格操作が容易に行える状況が生み出されている。そのため、リチウム原料

の価格も高価格に移行する傾向が出てきている。それゆえ、海水リチウム採取技術は、市場価

格の恣意的な変動に歯止めをかけるバーゲニングパワーとしての重要性が増してきている。一

方、ヨウ素は、生体必須元素であるが大陸内では不足気味であり、特に発展途上国において重

要な元素となっている。現状では、生体濃縮現象を利用した採取技術が試みられているが、大

規模な事業化までには至っていない。 

 海水からのリチウムの選択的回収は、1986 年のリチウム選択的吸着剤の開発をきっかけに、

その後10年間をかけて、採取システムの要素技術の検討や現場での採取試験が繰り返されてき

た。また、1996年からは、リチウム採取システムの実用化に向けて各要素技術の開発とコスト

試算が進められている。その結果、リチウム採取技術は一応の確立をみたが、本技術を実用化

するためには、吸着剤の性能向上、吸着剤の大量製造や成形法の確立、経済性を十分に考慮し

た実用的な採取システムの構築（例えば、自然海流あるいは温排海水など送水にエネルギーを

消費しない省エネルギー型の吸着装置の導入）が重要となる等、残された課題も多い。なお、

国内の有望なリチウム資源候補としては、原子力発電所や火力発電所の温排海水（100万 kw級

原子力発電所で最大採取量380トン/年）が考えられるが、いずれも圧力差の小さな流れである

特性がある。 

（１）新規吸着剤の開発および大量造粒技術の確立 

リチウムの吸着量が50mg/g超えると、吸着装置のコストを大幅に低減できる。現時点では、鋳

型反応を詳細に検討することにより、海水からのリチウム吸着量 40mg/g を示す吸着剤

（SPIMO-2）の開発をおえると共に、本吸着剤粉末の大量製造技術についても目処がたっている。

また、大量に造粒した吸着剤を用いて海水からのリチウム採取ベンチ試験が行われ、100kg レ
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ベルの炭酸リチウムの採取が可能であることが確かめられている。 

（２）膜状吸着剤の調製と吸着性能 

 自然海流を利用した吸着装置として、膜状吸着剤を利用した層間平行流吸着装置が有望では

ないかと考えられる。そのため、膜状吸着剤の製造技術について基礎的な検討を進め、液相置

換法で良好な膜状吸着剤（10日間で約10 mg/g のリチウム吸着が可能）が得られることを確か

められている。また、評価装置として層間平行流吸着装置が試作され、実海水を用いて吸着実

験が進められている。単位重量あたりの吸着速度は膜面積に大きく影響するため、できるだけ

膜を薄くすることが効率の点からは好ましい。 

（３）今後の課題 

 実用的な採取システムの構築において、最も重要な課題は、ポンプを使用しない低水圧の流

れの中で効率よくリチウムを吸着する装置の設計にある。そのためには、海水と効率よく接触

できる吸着剤の成形法が重要となっている。膜状成形体あるいは繊維状成形体の開発とその成

形体を用いた低水圧型吸着装置の開発に向けた研究に今後も積極的に取り組む必要がある。ま

た、コスト試算を行い、経済性の評価を行う必要がある。 

 なお、採取技術の実用化は、リチウムの価格との関係で決まる。炭酸リチウムの価格が将来

的に今の2倍以上になれば有望な技術となる。そのためには、電気自動車の普及など、リチウ

ム資源の需要が大きく高まる必要がある。 

２-１-２ 溶存無機資源の採取と環境浄化の融合に向けた取組み 

 浅海・沿岸域は、太陽光による光合成が活発に行われ生物活動の豊かな海域である。人類活

動を含む生物活動が活発に営まれるために、浅海・沿岸域では干潟の減少、富栄養化による赤

潮発生など、外海とは異なる社会的問題を抱えている。このような環境問題は、見方を変える

と海水をいかに再生し利用するかという資源問題として捉えることができる。従って、溶存無

機成分の採取と環境浄化を融合した、海水の総合的利用という観点からの技術開発が重要とな

ってくる。 

 この観点から、特に注目される元素は、硝酸とリンである。特に、リンは、資源としても今

後30年以内にリン鉱石の枯渇が懸念されている元素である。吸着法は、有害の微量成分を分離

除去するためにも有力な技術である。海水中の富栄養化成分として有害な硝酸イオン、リン酸

イオンを効率よく除去する吸着剤の開発研究が進められているが、性能的に満足のいくものは

開発されていない。海水中の栄養塩濃度は極めて低いうえに、硫酸イオン、塩化物イオン、炭

酸イオンなど妨害イオンが大量に含まれているためである。 

しかし、海水からのリン酸、硝酸イオン等の栄養塩類イオンの除去が可能となったことは、

富栄養海域から採取した上記資源を不足域に再投入することにより、貧栄養海域を富ませるこ

と（海水再生、資源移転）が可能性になりつつある事を示す。 

（１）硝酸イオン吸着剤 

 無機系の陽イオン交換体としてはゼオライト、粘土などのアルミノケイ酸塩、金属含水酸化

物等、多くの種類が知られているが、陰イオン交換体の種類は少ない。無機系の陰イオン交換
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体として代表的なものは、層状の複水酸化物(layered double hydroxide: LDH)である。層状複

水酸化物は、異なる金属の水酸化物の層状複合体であり、層間に存在する陰イオンと溶液中の

陰イオンとがイオン交換反応して、陰イオンを取り込むことができる。 

 LDH の金属水酸化物層の金属イオンの種類を変えると層間隔が変化し、硝酸イオンの選択吸

着性が異なってくる。層間隔 0.81nm の Ni-Fe LDH(ニッケルと鉄からなる層状複水酸化物）が

著しく高い硝酸イオン吸着性を示し（硝酸イオン濃度30μMの海水1 L中に入れた場合の吸着

量は0.3mmol/g）、海水から選択的に硝酸を除去できることが明らかになっている。 

（２） リン酸イオン吸着剤 

 リン酸イオン吸着剤としては、水酸化ジルコニウム、Mg-Al 系ハイドロタルサイトなど多く

の化合物が知られているが、陰イオンが大量に共存する海水系で有効な吸着剤は少ない。Mg-Mn

系複水酸化物を 300℃で加熱処理して得られた吸着剤が、海水から高いリン吸着性を示すこと

が見出されている。この吸着剤は、加熱処理で層状構造が壊れ無定形状態になるが、大きな陰

イオン交換容量を保持している（リン酸イオン濃度0.3mg-P/Lの海水１ L中に入れた場合の吸

着量は 8mg-P/g）。加熱処理によって Mn の価数は３価から４価になり最も安定な状態になる。

また、吸着したリン酸は、アルカリ溶液で処理することで脱着することができ、脱着時の吸着

剤の溶解損失は見られない。なお、この吸着剤は、マグネシウムとマンガンという安価で豊富

な原料からできているので、水酸化ジルコニウム等にくらべ格段に安く合成できる。 

（３） 今後の課題 

 海水からでも富栄養化成分を除去できる吸着剤が見つかったことで、新たな除去システム

の開発の期待が高まっている。今後は、大量の海水処理にも耐えるような成形法の開発、繰り

返し安定性を高める工夫が必要である。特に、沿岸・浅海域の無機溶存資源の採取については、

単一資源の採取に終始するのみでなく、複数資源の同時的採取や水圏環境の浄化・海水再生と

いう視点が重要である。また、吸着法による富栄養化成分の除去と濃縮物による藻場の成長促

進など、吸着技術を生態学的手法と組み合わせた総合的な管理・制御システムとして発展させ

ていくことが重要である。 
上記に述べたような、複数資源の同時採取、多面的利用、資源採取と環境再生の融合化技術

の開発・進展は、今後、我が国の沿岸・浅海域の資源の有効利活用を目指した歩みを進めるた

めに必須であるのみならず、我が国と同様に海を重要な資源供給の場としている諸外国や、当

該海域の汚染に苦慮している国々・地域に多大な貢献をもたらすと考えるからである。 
 
２-２ 製塩技術 
海水を原料とする国産塩の生産量は年間約 130 万トン（イオン製塩会社 5 社、6 工場）であ

り、これは国内消費量(約 900 万トン）のわずかに約 14％である。国産塩の生産に関しては、

以前から製塩技術の開発や流通網の整備などによりコスト低減が図られてきたが、依然として

輸入塩の価格（約3,300円／トン）には遠く及ばない。その差は益々開いており、今後も安価

な輸入塩の利用の拡大（天日塩の直接利用、混和再製）や食用製品の輸入などにより、国産塩
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の市場シェアの低下は避けられないと考えられる。 

塩資源に恵まれないわが国の製塩法は、海水をイオン交換膜電気透析装置で濃縮し、多重効

用缶で煮詰めるエネルギー大量消費型である。製塩技術は進んでいるが、ほぼ成熟しており、

技術開発面からコスト低減への寄与はそれほど大きくないものと考えられる。従って、今後は、

価格よりも安全性や品質面での競争になると考える。 

以下に、製塩工程の問題点と対策を示す。 

（１）原料海水 

 製塩に使用される海水量は、約10万トン／日と膨大である。原料である沿岸海水には生物、

有機質、無機質などの懸濁物質や環境汚染化学物質が含まれており、それらの除去による清澄

化は重要な問題である。海水懸濁物質は導水路への付着による流路抵抗の増加や電気透析槽内

の膜面やスペーサーなどの構造体への付着による流路閉塞の原因となる。特に電装内への付着

は水分解による膜の破損などの運転トラブルを招くため、通常運転時でも装置の定期的な解体

洗浄を必要としており、これが生産効率の低下はもとより、解体洗浄操作時の膜の破損を招い

ている。従って、原料となる海水中の懸濁物質の種類や付着機構の解明、水質の評価法の確立

等が必要であり、また、その結果を基礎にした装置やろ過材の開発が望まれている。 

一部の製塩工場では、生物付着の防止のために塩素殺菌(0.5 ppm 程度）とチオ硫酸ナトリウ

ムによる中和、懸濁物質の凝集によるろ過効果を上げるため塩化第二鉄の添加などを行ってい

るが、逆洗廃棄物の処理や薬剤コストの負担、また環境への配慮を考えると添加物は使用しな

いのが望ましい。現在は、現行砂ろ過装置（１、２段）の改良（ろ過材の質）と運転条件の見

直し（流速、逆洗等）や高流速で精密ろ過機構を有する新しいろ過装置の開発などが進められ

ている。 

 環境汚染化学物質については、懸念物質の特定や工程での挙動を含めこれまでほとんど調査

されてこなかったが、食用塩の安全性を確保する上での必要性から、一部のイオン交換膜法製

塩工場で限られた種類の環境汚染化学物質を対象とした調査ではあるが行われるようになり、

それによると特に懸念される結果は得られていない。しかし、海水からの直接製塩法では沿岸

環境の汚染状況の調査が必要である。 

（２）採かん工程 

海水を濃縮し濃いかん水を得るのにイオン交換膜電気透析装置を用いるのは、わが国独自の

方法である。1972 年にこの方式に全面転換してから、これまでにイオン交換膜の改良が進み、

技術的にはかなり進んでいる。そのため、今後の開発によりそれほど大きなコスト低減効果は

期待できないが、透析装置内の付着物の軽減および解体・洗浄法の簡易化のため装置構造の改

良、膜の耐薬品性（特にアルカリ性）および耐久性の向上、膜のイオン選択透過性の向上、カ

リウム（せんごう終点の向上）・臭素（浄水処理用等用途拡大）・硫酸（石膏スケール、製品純

度）透過性の低減、純塩率96％以上の確保等の改良が望まれる。同時に、イオン交換膜の供給

体制の継続性が今後の大きな課題である。国内で使用されるイオン交換膜は約60％が製塩用で

ありその市場規模が小さいことに加えて、国産塩の生産量が縮小傾向にあることなどから、イ
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オン交換膜の需要環境は厳しく、供給の継続性が懸念される。 

（３）せんごう工程 

塩の晶析には、多重効用缶が用いられている。これまでのシミュレーションから、エネルギ

ー的には3～4重効用（現状設備）が最適であるとの結果が得られている。さらにエネルギー生

産効率を向上させるためには、装置規模の拡大が必要と考えられるが、設備原価償却費のコス

トへの跳ね返りを考えると、新たな設備の導入は不可能である。従って、今後は生産コストの

低減以上に、食品としての安全性の確保や成分組成、粒子径などの品質面について、消費者の

きめ細かな要望に沿った多品種少量生産への効率的対応が不可欠であると考えられる。この目

的を達成するためには、結晶粒径の動的制御法の開発が必須であるが、高度な制御技術の開発

を始めとして、粒子径の精度良いセンシング技術の開発や進んだIT技術の応用等幅広い工程改

良が必要である。また、装置材料の腐食防食対策が、修繕・保全費の低減や有害重金属類の溶

出問題排除等の観点から重要である。   

（４）その他 

最近の急激な燃料費の高騰、公害規制の強化と廃棄物処理問題や包装材料のリサイクル問題

が懸念される。 

 

２-３ 塩・にがりの利用 

現在、日本では、塩はイオン交換膜製塩法で製造されている。日本で生産された塩は、中国

塩を除けば食用塩としてのコスト競争力はあるが、最大の用途であるソーダ工業用塩としては、

一層のコスト低減が必要である。また、イオン交換膜製塩法で製造された塩は、塩田製塩法に

よる塩製品とは化学組成が異なる。イオン交換膜製塩では塩製品中のカリウムと臭化物の含有

量が多くなり、食用では問題とならないものの、ソーダ工業では、ソーダ製品の品質が悪くな

るので問題である。現在、ナトリウムとカリウム及び塩化物と臭化物とをそれぞれ分離する技

術はないため、イオン交換膜法でつくられた塩をそのままソーダ工業用の原料として使用する

ことはできない。従って、塩の用途拡大を図るには、コスト問題以外に品質の問題として、塩

の組成や分離（塩化物と臭化物の分離）技術の改良・開発が必要である。なお、イオン交換膜

製塩法由来のにがりは、塩化カリウム、臭素、型用石膏、塩化マグネシウムの製造に利用され

ている。 

塩の需要が低下すると、イオン交換膜の需要も低下し、高性能イオン交換膜の開発・供給に

問題が生じ、イオン交換膜製塩法の存続にも関わる問題にもなりかねない。 
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３．造水技術および水利用 －海水淡水化－ 
海水淡水化技術の完成度は高く、実用的な経済性を実現している。最近ではコスト低減化競

争が激しく、建設コスト、運転コストともに低減が進んでいる。急激なコスト低減は行き過ぎ

の感もある。しかし、いくら安くなったといっても、まだ他の水源開発方法に比べれば海水淡

水化コストはまだ高く、特に運転コストが高いのが現状である。海水淡水化は経済性、地球温

暖化への影響等を考慮すれば、降雨量が少ない沿岸海域に限定された水資源開発手段というこ

とができる。以下に、海水淡水化、水利用の現状、動向、将来予測、問題点およびその対策等

について記述する。 
 
３-１ 海水淡水化技術の現状と動向 

（１）実用化技術 

 現在実用化されている淡水化方法には、蒸発法（多段フラッシュ蒸発法、多重効用法、蒸気

圧縮法）と膜法（逆浸透法、電気透析法）がある。一般には、淡水化の原理で分類して、蒸発

法、逆浸透法および電気透析法の３方式としている。淡水化技術共通の課題としては、①水コ

ストが高い、②エネルギー消費量が大きい、④スケール析出の範囲で性能制約、⑤塩分による

材料腐食、⑤環境への影響があげられる。 

（２）蒸発法淡水化技術の動向 

 蒸発法は淡水化・発電二重目的プラントとして、大規模な海水淡水化プラントに適用されて

いる。最近では、多段フラッシュ法の大規模化が進み、ユニット規模が7万m3/dのものが製作

可能になっている。多重効用法は、蒸気圧縮システムを組み合わせた方式が普及し、ユニット

規模も2.5万 m3/dの大型プラントが実用化されている。当該方式では、海水汚染による淡水水

質への影響は、蒸発によって淡水側に移行する揮発成分が問題になるが、海水汚染による装置

への直接的障害は少ない。ただし、高温運転のため、スケール（硫酸カルシウム等）析出防止

技術の改善が望まれている。 

（３）逆浸透法淡水化技術の動向 

 逆浸透法は、最も省エネルギー型で、低コストの淡水化方式である。最近では、濃縮海水の

排出圧力エネルギー回収装置の開発が進み、淡水化エネルギー2～3kWh/m3が達成されている。

海水から低塩分かん水まで、原海水の塩分濃度に応じて最適なシステムが設定できるなど、多

くの利点があり、海水淡水化のユニット規模は１万m3/dを超えるなど、プラント設置容量が急

激に増加している。しかし、逆浸透膜の汚れによる性能低下、特に有機物付着、生物付着汚れ

（バイオファウリング）が課題である。この対策として、膜ろ過式前処理システム、膜の殺菌

方法、汚れない膜の開発などが行われている。また、生産水の水質については、海水に比較的

多く含まれるホウ素および臭素を除去することが求められている。 

（４）電気透析法淡水化技術の動向 

 電気透析法は極性変換型が実用化されているが、淡水化分野におい逆浸透法に対抗できる用

途が減っている。最近では電気再生式脱塩（純水）装置（EDI）として、混床式イオン交換樹脂
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と電気透析膜を組み合わせたシステムが実用化され、超純水装置に多用されている。現在、半

導体の洗浄水製造に必要な超純水装置は、膜ろ過（限外ろ過膜、精密ろ過膜）装置、低圧また

は超低圧逆浸透装置、および電気再生式脱塩装置の３つのシステムの組合せによって構成され

ている。 

 

３-２ 水利用の現状と問題点 

（１）地球の淡水と水源利用 

 日本では、基本的に水は豊富で、用途間・地域間の融通ができれば充足可能である。また、

人口は減少傾向にあり、将来の水需要は横這いと予想される。一方、世界レベルでは、急速な

人口増加、文明の発展に伴う水需要の増加、降水量の低減・砂漠化による水源不足が予測され、

水需給バランスは厳しい状況にある。従って、将来の水源利用については、地球の淡水量と水

源と、水の循環・再生利用等の水資源有効利用（造水）技術の経済性・実用性について検討す

る必要がある。 

（２）水循環・再生利用と２系統給水 

 水の循環・再生利用は、工業用水の分野で多く実用化されている。さらに、生活用水、農業

用水、地域あるいは河川・湖沼での自然浄化も含めて、地域・流域水循環利用システムが検討

されている。地域・流域水循環においては、上水道（浄水）と中水道（雑用水）の２系統給水

システム、下水・排水再生利用および自然浄化を加えた循環利用システムの構築が検討されて

いる。従って、淡水化は最後の水資源と考えられる。 

（３）淡水化の需要 

 淡水化の需要は、過去30年間で12倍になり、2001年現在プラント設置容量合計は3,000万

m3/d を越えた。近年は毎年 10%以上の伸び（毎年 200～300 万 m3/d 以上）を続けていている。

特に、逆浸透法（ナノろ過法含む）が急速に増加しており、2001年には、蒸発法と逆浸透法が

半々になった。 
 

３-３ 逆浸透法海水淡水化の問題点と対策の必要性 

 逆浸透法は最も有望な海水淡水化システムになりつつある。しかし、逆浸透法には維持管理

に技術的問題が残されている。逆浸透膜の脆弱性、膜の汚れ付着による性能低下、膜の安定性

および信頼性が問題視されている。膜の汚れ防止に関する技術については、膜の汚れ付着メカ

ニズムの解明、前処理の改善、マイクロ／ナノバブルを利用した膜の気泡洗浄、ナノろ過膜に

よるスケール防止など、今後の研究開発に期待されるものがある。また、ナノろ過膜について

は、逆浸透膜と組み合わせ圧力分離によって海水の高濃縮(8～10倍濃縮）が可能であり、海水
濃縮技術として役立てる方向もある。逆浸透法海水淡水化に関連して、沿岸河口などの汽水域

塩水を利用した淡水化も構想できる。蒸発法海水淡水化については、スケール防止技術の改善、

蒸気圧縮法の改良と大型化の検討が注目される。 
 一方、環境影響に係わるものとしては、エネルギー多消費、濃縮海水放流および膜廃棄物が
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ある。特に、濃縮排水の処理と膜エレメントの廃棄処分の課題が潜在化している。 
Table 1に、逆浸透法海水淡水化システムを取り上げて、その問題点と対策技術の開発状況、

並びに新たな開発が望まれる技術をまとめて示す。 

 

Table 1 逆浸透法海水淡水化の問題点と対策技術の開発 

改善が望まれる項目 
（問題点） 

実用化されている対策技術 開発が望まれる技術 

コスト低減 高回収逆浸透膜ﾓｼﾞｭｰﾙ 

高効率動力回収装置 
（民営化による経済競争） 

運転コストの低減 

省エネルギー化 
（地球温暖化防止） 

高効率動力回収装置 
・圧力変換型動力回収 
・ﾍﾟﾙﾄﾝﾀｰﾋﾞﾝの海水適用 

圧力変換型動力回収大型化 

生産水水質改善・向上 後処理システム追加 
・ホウ素除去用低圧逆浸透 
（塩分除去にも効果） 

海淡用逆浸透膜性能向上 
・ホウ素高排除率 
・高排除率・高透過流束 

膜の脆弱性と性能維持 
（膜の安定性と信頼性） 

前処理水質向上・安定化 
・膜ろ過式前処理 
殺菌方法改善 
・塩素間欠殺菌 
（塩素等酸化剤使用不適合の膜
あり） 
・酸間欠殺菌 
（低pHによる効果確認中） 

膜汚染劣化のﾒｶﾆｽﾞﾑ解明 
・汚れ付着測定・分析 
膜供給適性水質の見直し 
・水質指標・基準 
前処理ｼｽﾃﾑの改善 
（有機物除去効果の改善） 
膜洗浄方法と適用ｼｽﾃﾑ 
（効果的な物理洗浄方法） 

膜殺菌方法の改善 

汚染しにくい逆浸透膜開発 

汚泥処理の軽減 膜ろ過式前処理 
（凝集剤使用しない） 

 

濃縮排水の環境影響軽減 濃縮水の拡散促進 
・拡散促進放流装置 
（水中噴流式拡散放流） 
・淡水による希釈放流 
（下水処理水混合放流） 
汚泥の付着塩分洗浄・脱水 

濃縮海水の有効利用 
・塩分・有価物の回収 
・ﾚｸﾚｰｼｮﾝ利用 
(水浴ﾀﾗｿﾃﾗﾋﾟｰ) 

濃縮海水有害成分の分解 

利用エネルギーの多様化 太陽光発電 
(逆浸透･電気透析) 
太陽熱温水器 
（ﾍﾞｰｽﾞﾝ型･多重効用） 

風力発電 

OTEC（温度差発電） 

小型原子力発電 

汽水域利用淡水化  汽水域水質の平準化 

大規模海中貯水構造物開発 
（海中ダム、水質調整池） 

ナノろ過膜の利用  硫酸ｲｵﾝ系スケール防止 

海水高濃縮 

蒸気圧縮法の改良大型化  高温運転と機械式蒸気圧縮法の

大規模化 
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３-４ 今後の展望および将来予測 

（１）海水淡水化の需要と地域限定 

世界中で実用化されている海水淡水化プラントは、自然の水循環を効率よく強制的に行う仕

組みである。淡水を得るためには多くのエネルギーとプラントの運転費が必要であり、維持管

理を行う技術者が必要である。また、原水を海に求めることから沿岸地域でないと使えない。

海水淡水化を水資源開発の手段として使わなければならない地域は、降水量（河川流域取水量）

が少なく、沿岸海域にある地域、すなわち、中東地域（アラビア半島、ペルシャ湾岸、紅海沿

岸、北アフリカ）、地中海沿岸、オーストラリア西南部、カリフォルニア半島、中国北部、メキ

シコ、パキスタン、インド南端部等に限定される。現状の海水淡水化プラントもこのような地

域に多く設置されていて、産油国、農産物輸出国、観光資源国など、強大な経済力が背景にあ

る国々である。この状況は、よほど低コストで容易なシステムの海水淡水化プラントが開発さ

れない限りはかわらないと思われる。従って、開発途上国の水資源として海水淡水化を実施し

て成功させるには相当大きな経済援助と技術援助が不可欠である。 

（２）海水淡水化の経済性向上 

海水淡水化技術の開発は、これまでもコスト低減を最大の目標に進められてきており、大型

化、省エネルギー、高効率に向けた開発方針は今後も変わらない。最近では、中東地域を中心

とした発電・淡水化二重目的プラントの電力と水の需要バランスの調整に適したシステムが望

まれており、海水淡水化プラントは蒸発法と逆浸透法を併用し、各需要に合わせた経済的な運

転を行うことができるハイブリッド型発電・淡水化二重目的プラントの実用化が始まっている。

海水淡水化システムは従来と同じもので技術的な新しさはないが、経済的効果として、発電・

淡水化二重目的プラントの総合的な利用率を高め、エネルギーコストをできるだけ下げること

に焦点があてられている。 

蒸発法、逆浸透法、電気透析法に替わる新しい淡水化方式の実用化はほとんどない。また、

現状では、逆浸透法の経済性を越えるものを開発することは難しいと思われる。 

（３）維持管理技術の確立・改善 

 実用化が進んだ海水淡水化プラントの安定性や信頼性を確保するには、運転・維持管理技術

が重要である。いずれの淡水化方法にも共通な課題は、システムの安定性や信頼性の確保、生

産水質の向上と安全性確保、環境影響の軽減である。 

海水淡水化を含めた各種の水源による水供給システムの総合的な経済的運用システムづくり

は、これからの検討課題である。なお、水コストが高い海水淡水化の生産水供給には、水道に

おける配管漏水による損失量を極力少なくしなければならない。従って、これから海水淡水化

を導入する国々では、配管網の整備が重要な課題であり、時間と投資が必要になる。 

（４）新たな技術開発提案 

 海水淡水化技術は完成度が高く、新たな方式に関する研究開発はほとんどない。今後、新た

に検討すべき技術課題を列挙すると次のとおりである。 

（ア）逆浸透法 
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①前処理システムの改善 

②マイクロ／ナノバブルを利用した気泡膜洗浄 

③安全・簡便なホウ素除去 

④ナノろ過膜によるスケール防止と海水高濃縮（１０倍濃縮） 

⑤濃縮海水・廃棄物の処理・処分 

（イ）蒸発法 

 ①スケール防止技術（ナノろ過膜利用、その他） 

②蒸気圧縮法の改良と大型化 

（ウ）逆浸透法海水淡水化システムの新しい応用分野 

①汽水域塩水利用による淡水化（閉鎖性海域で類似のプラントや実験がある） 

②膜分離技術による下水再生利用（既に実用プラントの導入が始まっている） 
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４．バイオマスの有効利活用を目指した取組み 
これまで利活用の対象と考えられてきたバイオマスは、主に陸圏のものであり、水圏起源バ

イオマスに対する関心は必ずしも高くなかった。しかし、近年、水圏起源バイオマスの探索・

変換技術の進歩、同事業への投入資金の増加、異分野交流の機会増加等により、水圏、特に海

域バイオマスの利活用が活発化してきた。その結果、陸圏・水圏起源を問わず、バイオマスの

効率的利活用に向けた流れが進むと共に、高圧、高温下に生存する深海微生物の機能発掘、バ

イオマスとハイテク・ナノテク新素材の複合による新機能分子創出等により、新しい分野、産

業への応用・創出に向けた研究・開発も加速されている。 
以下に、バイオマスの採取とその利活用に関して、将来構想、問題点と対策等を述べると共

に、水圏起源バイオマスの有効利活用について、早期に発展の期待される以下の６テーマを提

案し、それぞれについて実現に向けて必須な技術、情報や概念等を記述する。 

 

４-１ 水圏起源バイオマスの利活用における将来構想、問題点と対策 

 近い将来、ますます水圏資源の確保が難しく、また重要になることは明らかである。既に、

日本と近隣諸国間でも、海洋起源バイオマス資源の開発・獲得競争は過熱化し始めている。従

って、『国益』を守る上からも、水圏起源バイオマスの利用ビジョンを各方面に広く求めると共

に、普遍性の高いものから新奇性の高いものまで幅広く取り上げ、分類、重要度や意味付けを

明確にした上で、順次、利活用に向けた取り組を進めていく必要がある。 

近年、水圏起源、特に海洋バイオマスの探索・変換技術の進歩、同事業への投入資金量の増

加、異分野交流の機会増加等により、バイオマス資源の効率的利活用に向けた流れが進むと共

に、高圧、高温下に生存する深海微生物の機能発掘、バイオマスとハイテク・ナノテク新素材

の複合による新機能分子創出（超好熱細菌の酵素利用．酸化還元反応を触媒する酵素ヒドロゲ

ナーゼと光分解触媒機能を持つ二酸化チタンの合体による、光と水からの水素産生．デンドリ

マーと有機色素の結合分子を用いた有機エレクトロルミネッセンスや医療分野への応用）等に

より、新しい分野、産業への応用・創出に向けた研究・開発も加速されている。 

しかしながら、未だ水圏起源バイオマスの利活用に関しては、技術的、政治的に、越えなけ

ればならない難問が多く残されている。技術面のみを捉えても、資源回収・変換・利用のため

のエネルギー投入等が大き過ぎることが、当該資源利活用時のネックとなっている。資源の回

収が容易な木材からのバイオ燃料採取時でさえ、現在の方法・技術では（エネルギーおよびコ

ストの）発生量／投入量の比がせいぜい1程度（実際は0.8以下）であり、原材料の収集・運

搬等に必要なエネルギーやコストを考慮すると、当該比を1以上にするのは容易ではない。水

圏起源のバイオマスについては、サイズが小さい、含水率が高い、水中からの選択的回収が難

しい等に起因する取り扱いの難しさのために、前述の比を１以上にすることは極めて難しいと

考えられる。すなわち、水圏起源バイオマスの有効利活用を考える場合、資源回収・変換技術

の革新的進歩が必要であることに加えて、時間・空間的な最適有効増養殖法、および無駄を省

いた最適利活用（目的物の採集に付随して得られる非目的物を投棄せずに採取・有効利用する



 

 14

等）の概念の導入、方向性の異なる2つ以上の目的を同時に達成することによるバイオマスの

高効率採取・有効利活用化を模索すること等が最低必要条件となる。 

なお、水圏起源バイオマスは、資源となり得る生物が幾種類もの資源潜在物質を保有してい

たり、その生育に際して水中に存在する栄養分や各種物質を取り込みあるいは吸着・保持する

ため、それらを環境中から取り除く機能、すなわち環境浄化能を併せ持っていたりすることが

多い。従って、水圏起源バイオマスの採取は、単一有用資源の採取のみでなく、複数資源の同

時採取と利用、資源採取と水圏環境の制御（浄化）を兼ねていると考えることが出来る。反面、

このことは、今後益々、バイオマスの利用目的によっては、安全性の確保（事前に汚染物質の

除去）に留意する必要性が高まることを意味する。同時に、水圏起源バイオマスの採取は、量

や場所のみでなく、時期や生態系の安定性にも留意して行わなければならないことを示唆する。 

ところで、最近の海洋バイオマス利用状況を概観すると、正確な科学データ・情報に基づか

ない、あるいはそれらの許容範囲を大きく逸脱した、イメージ先行型の事業や情報の多いこと

が分かる。イメージ先行型事業やその関連情報・活動にも多少の公益性・有益性の認められる

場合はあるが、概して有害無益なことが多い。また、それらが直接、消費者を対象としたもの

であれば、消費者に被害を与えたり、害にならないまでも消費者の反発をかい、その事業や活

動に包含されている有効面が無視される結果となったり、まともな運用・取引がなされていた

類似分野の活動まで大きな障害を与えるケースも生じてくる。それ故、出来る限り早期に、当

該活動の暴走を抑制するシステムづくりを含めた有効な対策・指針を提示しておく必要がある。 

また、環境保全や地域振興事業として推進されている、海洋生態系を利用した環境修復や回

復、および地域の独自性を活かしたバイオマス生産とその利活用に関する研究・事業化につい

ては、必ずしも投資効果が高いとは言えないものも多い。当該資源の有効利活用効率を低下さ

せている要因には、バイオマス利用分野の保守性、事業統括部局の活性度や一部地元企業の自

主・独立性の低さ等も含まれる。従って、情報の優先権と共有権の調整・管理、事業内容およ

び労働者の適正評価・管理システム導入、自発的競争精神の育成等を早急に進める必要がある。

すなわち、低コスト・高効率・環境保全型の水圏起源バイオマス資源の有効利活用を実現する

ためには、科学的な調査・研究・開発等の推進に加え、関連情報の整理・集積化・共有化・開

示システムの構築と適正化、効率の良い事業実施に向けた組織体制の整備（核となる省庁・部

局の設定、関係官庁の横断的対応や取組み、および関連組織の体制整備・調整システムの構築）、

事業評価システムの最適化・効率的運用を図る必要がある。さもなければ、分野別、地域別の

利活用効率における差は益々大きくなり、過去に実施されたばら撒き行政のツケを負わなけれ

ばならない事態に陥る可能性は極めて高くなるであろう。 

 

４-２ 水圏起源バイオマスの有効利活用に向けたビジョン 

水圏起源バイオマスの有効利活用について、発展の期待される６つのテーマを挙げると共に、

その実現に向けて必須な技術や概念等を提案する。なお、文中の上付き記号a、b、cは、それ

ぞれ、5、10、20年以内の成果提示・実用化を目指すことを示す。 
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(1) 細菌・微細藻類の分離・同定法の開発と新機能の探索 
種々の環境に生息する微小生物の培養法を確立すると共に、それらを簡便に分離・同

定する技術を開発する a。同時に、彼らの能力を制御する要因や方法に関する知見を集積

する b。また、特殊環境下の生物を含め、様々な環境下に生息する微生物の生産物（炭素

や窒素成分に富むラビリンチュラ類 Thraustochytrium 属細菌の資源化等を含む）、酵素

（耐熱酵素、各種分解・合成酵素、デハロゲナーゼ等）、機能性分子、代謝産物、生物・

環境制御因子等の有効利用に向けた研究・技術開発を加速する b。ゲノム解析、ゲノムラ

イブラリー作成、ゲノム利用技術の進展を図る bことも重要である。加えて、微生物の安

全管理技術の水準を高め、広く周知・徹底すると共に、新機能の誘導・導入・発現調節

技術の発展を促す b。 

対象生物の分布や生態、生化・生理学に関する研究に加えて、分子生物・遺伝子工学

的手法を用いた構造・機能解析、および生体分子の検出方法、標的分子の構築・操作・

変換技術の進歩が必須である。 

(2) 微生物・藻類の有効利活用技術の開発 

微生物や（微小～大型）藻類を用いた環境バイオレメディエーションやバイオオーグ

メンテイション、バイオコントロール法の再検討 a、過程解明 b、機能維持の手法開発 b、

安全性評価 bおよび迅速制御 cを含む関連技術の開発を進める。また、高効率光合成能力

を持つ藻類に有用物質生産能力を付与する、あるいは高効率合成細菌を創出することに

より、安全性を確保しつつも、長期的なCO2固定（削減）と共に、エネルギー、食糧、有

用物質の安定供給を図る c。さらに、光合成や化学合成に関与する遺伝子群の解析 b、当

該機能発現のための構造・複合機能体の人為的構築 c、工業的 CO2固定システムの構築と

それに付随したエネルギーおよび有機系構造物供給を図る c。 

上記目的を達成するためには、微生物や藻類の生理学、生態学、水圏環境工学、遺伝

子工学、環境科学・制御学等の知見の集積のみでなく、ナノテクノロジー、エネルギー・

物質変換技術等の発展、および各分野の融合（真の異分野交流）に向けた努力が必須で

ある。そのためには、広視野・見識を持った強力なコーディネーターの育成と活躍のバ

ックアップ体制づくりを進めることも目的達成の重要な要因となる。 

(3)  生物間相互作用に注目したバイオマス利活用技術の開発 
生物間の協同作用、共生機構等の解析 bを通して、複合生物系の持つ高度な機能の利用

を図る。腸内やバイオフィルム内での微小生物集団間の相互作用を調査し a、それらの伝

達機構や相互扶助・調整機能の解析を行う bと共に、集団としての生物機能発現を制御す

る技術の開発、およびその利活用を目指す c。同様に、水圏起源の各種生物を対象とした、

同種・異種間の生物間相互作用についても調査・解析を行い b、それらの能力および資源

の最適化、有効利活用を目指す c。 

そのためには、微生物学、生態学、動・植物学のみでなく、高分子化学、マイクロセ

ンサー工学、遺伝子工学、環境制御学等の広い領域における知見の集積と概念のシャッ
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フル・融合化が必須である。異分野交流のためにコーディネーターの活用も重要である。 

(4) 食糧増産とゼロ・エミッション化 

低環境負荷型（可能であれば、環境浄化・改善型）の生物生産 a、沿岸や大洋上層での

半開放型の藻類大量生産 b、複合生物養殖等のシステムを構築し b、食糧増産を図る。閉

鎖性水域全体を一培養槽とした藻草類やプランクトンの大量培養システムの開発・特殊

利用についても検討する b（付随する問題の解決策の検討を含む）。また、生育が早く、

炭素や窒素成分に富む微生物、プランクトン、藻類の発掘・利用に向かう道筋をつける a。

同時に、海洋バイオマス資源の持続的利用、安全・安心な食糧の安定供給、循環型社会

の具現化に向けた技術開発および産業構造改革、新産業創出、経済活性化を目指す b。 

そのためには、海洋学、生態学、水産学、微生物学、動・植物学、工学等の広領域に

わたる知見・概念の融合、および食糧の安定供給・適正利用にかかわる各種技術の発展

と体制構築を進めなければならない。加えて、資源管理・評価、養殖、環境評価・制御

等の手法・技術の進展、輸送・相互利用システムの構築・運用の最適化、地域企業の自

発的競争精神の育成等を行う必要がある。 

(5) 汚損生物の資源化 

生物や汚損原因物質を用いた海際構造物の保護・腐食制御法の確立、および汚損生物

の資源化を図る b。すなわち、汚損防止、環境浄化と資源回収・利用の融合化を目指す。 

そのためには、汚損のメカニズムを解明し b、低環境負荷型汚損対策を確立する bのみ

ならず、汚損生物の利活用分野の広域検索 b、廃棄溶剤を出さない抽出・変換法の開発 b、

付着関連物質である多糖類や糖タンパク質の有効利活用 b（多機能薄膜の製作、表面修復

等）、生物由来の強化繊維等新素材の生産技術開発 b、バイオミネラリゼーション機構の

解明と利活用 b、生態系制御の手法等に関する研究を進める b必要がある。 

(6) 環境浄化と資源採取・利用の融合化  

環境浄化事業はマイナス影響削減に向けた投資（処理）であり、それ自体が資産を生む

ことはない。また、水圏起源バイオマスの採取のみを単独で行うには非常な手間とコスト

が掛かるにもかかわらず、得られるメリットは極めて小さくなる。従って、環境浄化と資

源採取・変換を表裏一体のものと捉え、両者の融合化を図ることにより極力無駄を省き、

コストパフォーマンスを高めると共に、資源の最適配置・供給化を実施するb必要がある。 

環境汚染の多種多様化、グローバル化に伴い、衣食住の安全確保に対する要求が極めて

高くなってきた。食糧や肥料として既に多くの実績がある生物、沿岸域に生（成）育して

いる大型藻類、巻貝類、イガイ類等でさえ、一部の地域では、重金属や内分泌撹乱化学物

質等の高濃度蓄積（安全基準値を上回るものも少なくない状況になりつつある）が明らか

になっている。当該生物の回収・変換は環境浄化と同義であることに加え、生物濃縮の過

程を調べること関連して、物質の膜輸送系や変換過程、およびそれらの機能・制御遺伝子

群の探索 aに繋がる。従って、環境浄化と衣食住の安全性確保、資源採取・変換・利用を

相互に密接に関連させ、最適な融合化を図る b必要がある。  
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上記に述べたような、水圏バイオマスの有効利活用に関する内容を進展させることは、今後、

我が国の沿岸・浅海域の資源の有効利活用を目指した歩みを確実なものとするために必須であ

るのみならず、我が国と同様に海を重要な資源供給の場としている諸外国、人口の激増や資源

の急速な不足・枯渇にさらされている国々や地域に、多大な貢献をもたらすと考える。 
 

４-３ バイオマスの利活用の利点と問題点、および問題解決策 

 バイオマス利活用の利点として以下のことがあげられる：（太陽）エネルギーの良好な変換・

貯蔵システム、適正利用下では再生可能で持続利用可能、化石由来資源に比べ環境影響負荷が

小さい、多種多様な利用形態が可能、偏在の程度が低く地域毎に利用可能、高度な技術がなく

ても利活用が可能等。 

 一方、バイオマスの採取・利用には多くの問題も伴う。以下に問題点と対策を列挙する。 

(i) 現状での問題点 

① 採取および変換に伴う技術不足、エネルギー要求やコストが高い 

  ② 情報入手が難しい 

  ③ 認知度が低い 

④ 研究開発や商品開発が不十分 

⑤ 一定規格品のコンスタントな供給・確保が難しい 

⑥ 重金属や内分泌撹乱化学物質等の各種有害物質の吸着や濃縮あり（安全面の問題） 

⑦ 資源量、資源再生産過程、生態系の安定性等に関する知見が不足 

⑧ 最適生育場所の選択、有効利用が難しい 

⑨ 採取量の管理、持続的・調和的利用に向けたがケアが難しい 

⑩ 急激な嗜好変化への対応の難しさ（少種大量生産と多種少量生産の切替に難あり） 

⑪ バイオマス利用分野の保守性や事業統括部局の活性度等に大きな差がある 

⑫ 技術、安全性、情報等の管理、および関係者のモラル制御の難しさ 

(ii) 対策 

① バイオマスの利活用に関する明確なビジョンの提示 

② 採取および変換に伴う技術の進歩、およびコスト削減 

③ 発生源から採取、資源化に到る物流・変換過程の全システムを地域特性に合わせる 

④ 環境や安全に対する各方面からの配慮が必要（環境保全、有害物除去法の確立） 

⑤ 情報ネットワークの整備、およびマスメディアの有効利用 

⑥ 技術データベースの作成、および技術支援体制の強化 

⑦ 最適生育場所の選定、有効利用に向けた、地球規模での協力・協調体制づくり  

   ⑧ 助成制度の整備、および開発資金の支援 

   ⑨ 炭素税、あるいはエコ優遇税制の導入 

   ⑩ 資源量、資源再生産過程、生態系の安定性に関する研究の拡充 

   ⑪ 資源管理手法の確立、および社会的規範（了解事項）の策定 
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   ⑫ 社会通念の改変を模索（必要なものがいつも、多量にあるのは異常等） 

⑬ 異分野交流コーディネーターやマネージメントリーダー育成、アドバイザー制導入 

⑭ バイオマスの有効利活用における適正な事業体制の確立、評価手法の導入 
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５．海水中の有用成分の採取・利活用に係る附属技術 
海水からの資源採取とその変換に際しては、設備の金属腐食や膜・構造物の汚損等により、

様々な問題が生じる。また、資源の採取・変換・利用に際しては、必ずエネルギーの出入、需

要が生じる。ここでは、それらの現状、問題点、将来像について具体的な提示を行う。 
 
５-１ 製塩・造水、有用無機成分の採取に係る付属技術 
製塩・造水、有用無機資源の採取に係る設備は、金属材料の腐食に大きな影響を与える塩化

物を多量に含み、自然環境の中で最も厳しい腐食環境と考えられる海水を扱うことから腐食問

題の回避が大きな課題のひとつである。また、海洋は生物活動の場であり、その生命活動に起

因する汚損による設備機能低下・損傷等も当該設備の維持・管理面で回避すべき課題である。 
なお、海水を扱う設備に係る基盤となる技術は、機械、金属、化学、電気化学、生物等専門

分野が多岐にわたっており、個々の分野を取り上げると実態に即したアプローチがなされてい

るもののそれらを包括した対応が十分出来ていないのが現状である。従って、今後は専門分野

内外における横断的かつ多面的な取り組みが望まれる。 
５-１-１ 腐食問題の回避、設備の保守・管理  
通常、塩スラリーを含まない低温域では、FRP あるいは PVC 等の腐食されにくい樹脂類が使

用されるが、適用温度に制約がある。樹脂類の適用可能温度を越えると、金属材料が使用され

るが、温度の上昇に従って加速的に腐食の問題が増大するため、ステンレス鋼、銅合金、ニッ

ケル合金、スーパーステンレス鋼、チタン等の耐食性に優れた様々な金属材料が組み合わせて

使われている。しかし、腐食の問題は解決出来ていないのが実情である。また、複数の材料が

組み合わされて使用されていることも腐食問題の解決を困難にしている面は否定出来ない。 

一方で、外気に曝される装置外面および構成機器を支持する構造物等は塗装あるいはメッキ

を施された通常の炭素鋼が使用されている。ここで、製塩装置を代表とする海水を扱う設備は、

設備の性格上、取水の容易な海に面した場所に設置されており、飛沫海水の付着・濃縮によっ

て外部からの腐食も受けるため、プロセス側のみならず設備全体が腐食環境下にあると言える。 

５-１-２ 材料から採取成分や環境への汚染とその対策 
金属材料では腐食生成物としての金属の溶出あるいは脱落片の採取成分への混入を避けなけ

ればならないため、使用環境と腐食形態を十分に把握した上で材料選定が必要である。製塩設

備においては、従来Cu系の合金が多用されて来たが、腐食によるCuの溶出は避けられないこ

とから、近年は、腐食の激しい場所にはCu系の材料を避けるケースも増えて来ている。また、

樹脂等の非金属材料では、腐食の問題はほとんどないが、環境ホルモンを含む有害化学物質の

溶出が問題となるため、使用環境への適用性の検討が必要となる。 

いずれも新たな材料の選定に際しては事前に実環境に対する暴露試験を実施し、科学的なデ

ータを得た上で適用性を評価すべきである。 

 採取成分への材料からの汚染と同様に、使用材料からの有害金属あるいは化学物質の外部環

境への流出は避けなければならない問題であり、Cu系材料の使用回避はその一例である。また、
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設備の更新あるいは廃棄に際して金属材料はスクラップ処理によるリサイクル方法が確立され

ているのに対して、FRP を代表とする化成品（樹脂製品等）の多くは、性質の異なる複数の素

材から成り立っていることもあり、再生が出来ないため産業廃棄物として処分されることから

環境・リサイクル面での問題がある。 

設備、構造物の機能・品質維持のためには計画的かつ定期的な点検を実施し、経年損傷に起

因する構造物の劣化による経済的損失を最小限に抑え、併せて事故・災害の防止を図るために

点検結果を適切に診断した上で対策を講ずる必要がある。近年、設備の保守・点検に係る負担

軽減策の一環として、耐食性機能材料への転換が進められているが、部分的な材質の変更によ

り新たな損傷が発生する等抜本的な対策には必ずしもなっていないのが現状であり、設備診断

を的確に実施することが求められている。 

５-１-３ 生物汚損防除技術、腐食防止技術 
生物汚損防除、腐食防止は大別して、構造部材が環境に曝される環境に対して材料そのもの

の防汚、耐食性に期待するものと、塗装、ライニングあるいは溶射等の表面保護皮膜によって

環境から遮断するふたつの形態があり、適用環境に適した様々な方法が採用されている。しか

し、抜本的な解決策の実現化には至っていないのが現状である。 
（１）生物汚損防除技術 

生物汚損対策は、対象となる海生生物のライフサイクルに合わせて様々な方策が採られてい

る。駆除あるいはろ過による汚損生物の排除は抜本的な対策のひとつであるが、処理廃水中の

BOD の問題等環境汚染に対する配慮が必要である。基本的には、水中の海生生物幼生の付着能

力を奪う方法と、付着出来ない基盤とする方法に大別でき、最近の船底防汚塗料を例に取ると、

防汚剤（忌避剤）の溶出による非錫系加水分解型防汚塗料が前者に相当し、表面の界面化学的

忌避性で付着を防止するシリコーン等の機能材料系防汚塗料が後者に相当する。 

（２）腐食防止技術 

腐食は金属が化学的または電気化学的に侵される現象で、熱力学的に安定な方向への移行で

あり避け得ないものである。海水を扱う設備における腐食の形態は、全面腐食、孔食、粒界腐

食、応力腐食割れ、隙間腐食、エロージョン・コロージョン、脱成分腐食、微生物腐食、ガル

バニック腐食等多種多様であるが、材料と使用環境を考え合わせると出現する腐食形態は概ね

予測が可能である。腐食の抑制方法としては、環境に対応した耐食材料の選定、防食設計、表

面被覆による環境遮断、腐食性物質の除去、インヒビターの使用などの環境処理、電気防食等

があり、組み合わせて適用されることが多いが、使用する環境に対して腐食特性を明確にした

上で、耐食性能の評価された材料を選定し、かつ構造的に腐食の引き金になるような部分を作

らない対策を取るのが基本である。なお、材料そのものの持つ耐食性を損なわないよう製作施

工面での配慮も不可欠である。 

５-１-４ 問題点および将来予測 

（１） 材料について 

金属材料の場合、それぞれの環境に応じて出来るだけ低価格な材料を選定するとともに、腐
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食を最小限に食い止めるために、腐食要因の削減、製作時の溶接方法、加工条件、表面処理等

に細心の注意が求められている。今後、安価でかつ安定した耐食性能を有する材料の開発が望

まれる。また、FRP 等の樹脂類の場合、廃棄物処理方法の確立、リサイクルシステムの構築さ

れれば今後適用範囲は増大するものと考えられる。 

（２）設備診断技術について 

設備を経済的かつ安定的に稼動させるためには、従来行われている方法で腐食、汚損状況を

計画的かつ定期的に点検を実施し経時変化を把握することが不可欠であるが、加えて近年進歩

の著しい腐食モニタリングシステム等によりリアルタイムに設備の置かれている状況を的確に

把握・診断し、設備の想定外停止による経済的損失を回避することが期待されている。 
今後は、この予防保全的な管理を目指すとともに、設備の建設から運転まで含めた管理の徹

底、効率的なライフサイクルのコストミニマム化に配慮したアプローチが求められるものと考

えられる。 
 

５-２ エネルギー資源の開発・利用 

 資源の採取・変換・利用には必ずエネルギーの需要・移動が伴う。以下に、各種海洋エネル

ギー資源の将来予測および今後の課題について記述する。 
 海洋エネルギーを利用した発電システムとしては、潮位差発電、波力発電、海洋温度差発電

（熱交換）、海流発電などがある。加えて、バイオマスや水素資源を用いた発電方式にも期待が

かけられている。 
海洋エネルギーの開発に関しては、場所、発電量、多様性、安定性、経済性、環境調和性等

を考慮して行うと共に、今後、発電施設の複合的利用、すなわち、エネルギーの取り出しと物

質資源の採取をリンクさせた形の総合的利活用を見据えて進めなければならない。 
なお、海洋エネルギーの利用に関しては、その密度の低さから、エネルギーの効率的な取り

出し、発電に利用するための各種技術の継続的開発、施設の設置や電力の輸送方法等に関する

検討・技術開発が必要である。特に、海洋温度差発電に関しては、日本周辺海域には表面水と

比較的浅い位置にある底層水（あるいは深層水）間の温度差の大きい場所が幾つかある。従っ

て、設置コストの低減（施設の複合的利用を考慮。深層冷海水中のリン、窒素、塩類等の採取

と有効利用も念頭におく）やくみ上げ効率の向上等を図る必要はあるが、当該海域における海

洋温度差発電の可能性は高く、研究の進展が期待される。 
バイオマスエネルギーの利用は、環境負荷が少なく、廃棄資源の有効利用法としても将来的

に有望である。ただし、現状では発電効率が低く、コスト高であるため、早急にこれらの問題

解決を図る必要がある。 
今後のエネルギー有効利活用を考える場合、水の電気分解や化石資源の改質等により得られ

た水素を電池に使用する（燃料電池、水素電池）技術の開発、関連研究の推進は重要である。

ただし、水素製造には経済性を有するエネルギー源の確保（前者の方法による水素製造では電

力が、後者の場合には高温の熱源が必要）が最優先事項である。 



 

 22

６．沿岸・浅海域の資源の有効利活用に及ぼす海域環境の現状と動態予測 
沿岸・浅海域を総合的かつ持続的に有効利活用するためには、そこに存在している個々の資

源を対象として、その採取・変換・利用の最適化を行うのみでなく、他の資源、さらにはその

場と直接・間接的に係わりを持つ生物・非生物環境との調和・協調的利活用を念頭において、

将来の方向性を定め、その目標の実現に向けて最善と思われる取組みを進めなければならない。

加えて、沿岸・浅海域の有効利活用を進めるに当たっては、当該海域およびその周辺の海域環

境のみならず、陸域からの影響、場合によっては地球規模での海域環境の変化についても、正

確な現状および将来予測データの把握と総合評価、適切な環境負荷の軽減策や環境管理策の策

定・実施のための十分な準備を整え、適宜実施して行く必要がある。 
以下に、沿岸・浅海域の資源の有効利活用と環境保全に向けた取組み、ならびに、沿岸域に

おける水質環境シミュレーションについて記述する。 
 

６-１ 沿岸・浅海域の資源の有効利活用と環境保全に向けた取組み 
沿岸・浅海域の有効利活用を推進する際には、当該海域のみでなくその場と直接・間接的に

かかわりを持つ生物・非生物環境を正確に把握・評価し、環境、生態系、各種資源の質・量の

保全、その持続性や調和性に配慮しなければならない。 
同時に、当該海域における直接的な汚染負荷の低減に努めると共に、陸域からの汚染物流入

を可能な限り阻止する運動を強力かつ早急に推進しなければならない。また、陸域起源の淡水

や栄養塩類の供給を復活させる努力を続けていくことも重要である。さらに、一旦流出した汚

染物を回収、分解、変換、再利用する方法についても検討・開発を進め、早急に実際的運用（導

入）を図る必要がある。すなわち、広域的な断続的かつ連携的な処理による、海域への汚染負

荷の削減が必須である。 

環境に流出した汚染物の回収・分解・変換、再利用する方法については、既に多くの研究例

が報告されているため、ここでは、その幾つかを紹介する。ただし、いずれの場合でも、長期

的な機能維持（夾雑物質の存在、汚損生物の存在等）や海水中での汚染物質除去効果（夾雑物

質の存在、汚染物質濃度の低さ等が影響）、コスト低減技術等、様々な問題が残されており、今

後のこれらに対する研究・改良・開発が待たれる。 

(1) 無機イオン交換体・吸着体（複合材料化による多機能性付加無機体）を用いた各種無機

元素の分離・吸着回収 ： リン酸イオン吸着剤としての高選択型Mg-Al-Cl型ハイドロタル

サイトやMg-Al系複水酸化物の加熱処理体、硝酸イオン吸着剤としてのNi-Fe層状複水酸化

物を含め、ホウ素、ケイ素、ウラン、リチウム等、様々な無機イオン交換体の開発・研究が

進められている。特に、リン酸や硝酸イオンのような栄養物質でもあり、汚染物質でもある

ものについては、吸着・回収と資源としての再利用の融合化に向けた検討がなされている。 

(2) 光分解 ： 酸化チタン（チタニア）触媒による有機物分解を主な機能としたものは、建

築物の外・内壁や空気清浄用フェルター、健康医療分野等へと、陸上においては既に広く用

いられて始めている。但し、環境水の浄化においては、汚染物質濃度が低い（例えばppbオ
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ーダー）ことにより、光触媒のみでは有効な反応速度が得られないため、反応触媒面に分解

対象物質を吸着・濃縮する作用を有する粘土をかませることにより、イオン交換能を高めか

つ疎水性の有機物を吸着し易くする（チタニア架橋粘土の利用）等の方策が考えられている。

また、流出原油の分解には浮遊性ビーズの表面に光触媒をコーティングした状態で使用する

ことや、同触媒分子のサイズを小さくして表面積（活性部の面積）を増やすことで分解活性

を高めること等が検討されている。 

(3) 超臨界水による分解 ： 水を374℃、220気圧にすると超臨界状態になるが、この状態下

では、液体時のサイズの分子が気体と同じように活発に運動できるため、分解しにくい物質

分子間結合を切断したり、容易に自らの分子と置き換えさせたりすることができる。そのた

め、全ての有機物は全て分解が可能と言われている。また、物質を良く溶かし込むで、反応

場の供給に繋がる。閉鎖系での反応のため、環境改善への直接応用には難があるが、回収・

濃縮された汚染物質の処理法として極めて有効である。 

(4) マイクロ・ナノバブルオゾンによる分解 ： 泡の直径を50μｍ以下にすると、水中で縮

小していき、ついには消滅する。これらの泡は自己加圧効果、帯電性、圧壊現象（超高圧で

超高温な領域を形成して、有機物を強力に分解可能）、長期間安定性等、通常の泡では見られ

ない特異な現象を引き起こす。これにオゾンの強い酸化力を融合させ、マイクロあるいはナ

ノバブルオゾンを発生させると、有機物分解能、ウイルスを含む微生物殺菌能が飛躍的に高

まることから、酸素マイクロバブルに少し混入することにより、環境の汚染物質浄化や廃水

処理、貧酸素状態の改善、安全性確保に極めて有用な技術として現在注目されている。但し、

ナノバブルについては、バブル生成時のエネルギー効率の悪さに加え、その挙動に不明な部

分も多く、環境浄化分野における実用化を促進すると共に、今後、基礎科学的な研究成果の

集積・解析が待たれる。 

(5) 微生物を用いた分解・回収 ： 環境中には多種多様な機能を持つ微生物が存在し、微生

物（微生物の機能）をそのまま、あるいは分解活性を高めた状態で環境修復・浄化に使用す

る試みがなされている。例えば、Sphingomonas属細菌および当該微生物から単離された酵素

による塩素系殺虫剤の分解、Rhodococcus属細菌(アルカン類)やSphingomonas属細菌（多環

芳香族炭化水素）等の石油分解菌による芳香族炭化水素化合物の分解、Bacillus属細菌によ

る重金属（Hg,Cd,Zn,Ag,Cu,Pb,Co,Ni 等）やAsの回収、Pseudoalteromonas 属細菌による有

機スズ化合物の分解の他、PCB 分解菌、ダイオキシン分解菌等が研究段階、あるいは環境汚

染の処理に用いるための効果検証段階にある。但し、細菌の機能安定化や分解・回収効率の

向上、副産物による環境影響、夾雑物質の存在下での機能低下等、種々の問題に関する検証・

改良・対策が必要である。 

(6) その他 ： 強力UVライト照射による有機物分解、当該ライト照射と微生物の働きを組み

合わせたPCB分解（塩素置換数の多いPCBについては、微生物の作用が弱いため、UV照射に

より塩素をある程度外してから微生物を作用させる）等の方法も検討されている。 
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沿岸・浅海域の抜本的な改善・環境保全策を考えれば、沿岸・浅海域の利活用面のみに焦点

を当てるのみでなく、「人と水圏生物にやさしい環境づくり －自然共生型水域圏の概念－」と
いう共通認識の浸透と実現を図ることにより、海を「海」単独としてみるのではなく、河川上

流部から海域に至る広域的な水圏と捉え、その中で最適化された汚染負荷削減・環境管理策を

練り上げ、適宜実施して行く必要がある。 
上記のことをまとめると、次の６課題についての早急な取り組と解決策の実施が臨まれる： 
①沿岸・浅海域および当該海域と直接・間接的にかかわりを持つ生物・非生物環境を正確に把

握・評価し、環境、生態系、各種資源の質・量の保全、その持続性や調和性に配慮しつつその

有効利活用を進める。②海を単体とみるのではなく、陸域と密接な関係を持つ水圏と捉え、そ

の中で最適化された汚染負荷削減・環境管理策を実施する。③ 河川水の量と質の確保に向けた
新しい水処理および水利用技術の早急な開発・導入。④ 水際の環境保全策の立案・見直しの場
面における適切な情報の開示と共有化、および適切な事業評価手法の導入。⑤ 水域に存在する
汚染物の回収・分解・変換・再利用する方法に関する研究・開発の推進。特に、（リンや窒素に

代表されるような）回収物の再利用を念頭においた処理法の開発・実施。⑥ 異分野間の人、物、
技術、資金の交流・融合化推進。 

 
６-２ 沿岸域における水質環境シミュレーション 
沿岸域における水質環境の現状は、高度経済成長時の最悪の状態から比べると、負荷量およ

び赤潮の発生量からもわかるようにかなり改善されつつある。しかし、東京湾や瀬戸内海のよ

うな閉鎖性内湾域では毎年のように赤潮が発生し、貧酸素水塊の形成さており、水質環境問題

は依然として残っている。このような水質悪化の原因の一つとして、海域の環境に重要な生物

の生息地としての干潟や浅場の喪失、すなわち海域環境の改悪（埋立て、浚渫等）、浄化生物の

生息地喪失等がある。 
このような沿岸域の水質環境の予測手法として、数値モデルによる数値シミュレーションの

手法が一般に用いられている。海域の環境および資源量を予測する手法として、現在最も一般

的に用いられている数値モデルは生態系モデル（物質循環モデル）である。生態系モデルは、

まず物理的な要因としての海水の流れを予測する流動モデルと、その流動によって輸送・拡散

されながら、生物的・化学的反応を考慮した生物量（あるいは植物プランクトン量、またはク

ロロフィル量）の生産・死滅を考慮した移流・拡散・生物反応式からなる物質循環モデルから

構成される。 

 上術の数値モデルの支配方程式は、流れに関するNavier-Stokes の方程式、連続式、密度の

状態方程式である。海水の密度を支配する要因として、海水の塩分と水温があるので、熱収支

式（熱の拡散方程式）、および塩分収支式（塩分の拡散方程式）が必要となる。これらの支配方

程式を連立させて解くことによって、海水の流れ、および水平・鉛直混合の大きさ等を求める

ことが出来る。 

 物質循環に関する数値モデルは、環境を支配する因子が上記の流動モデルによって輸送およ
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び拡散されながら、因子間の反応を考慮した物質保存式によって表すことが出来る。現在、最

も一般的に用いられているのが生態系モデルである。 

 

（植物プランクトン） 

沈降）枯死）摂餌）呼吸）分泌）生産） (((((( 764531 BBBBBB
dt
dP

−−−−−=  

（動物プランクトン） 

 補食）死亡）排泄）排糞）懸濁有機物摂餌）摂餌） (((((( 221110984 BBBBBB
dt
dZ

−−−−+=  

（懸濁態有機物） 

負荷）沈降）分解余剰物の生成）分解） (((( 15141389116 POCqBBBBBBB
dt

dPOC
+−−−−++=

（溶存有機物） 

 負荷）溶存有機物の無機化） ((16143 DOCqBBB
dt

dDOC
+−+=  

（リン酸態リン） 

負荷）底泥からの溶出） ((
428622416121052

4
POqBBBBBBBBB

dt
dPO

+++++++++−=  

（無機態窒素） 

 

負荷）底泥からの溶出）硝酸還元課程）

）アンモニアから亜硝酸

(((

(

42920

17621416121064,2
4

NH

NH

qBB

BBBBBBBBB
dt

dNH

+++

−+++++++−=
 

 

これらの方程式群中に、考慮したい海洋資源の物質循環式を加えれば、求めたい物質の増減

や資源量を算定することは可能である。ただし、モデルに導入する因子の過不足や重み付けの

差等により、モデルの適用は限られた条件下でのみ有効となっているのが現状である。従って、

今後、沿岸海域の水質環境予測をより正確かつ広範囲に適用できるようにするために、必要な

指標項目を明確化し、予測値に大きなズレのでない（統一見解が得られる）モデルの構築が必

要である。 
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７．沿岸・浅海域の資源の有効利活用に関する諸機関の取組みの現状と問題点 
21世紀は「水の世紀」といわれ、地球規模で「水」問題が注目されている。世界保健機構(WHO)

と国連児童基金(UNICEF)によると、2000 年現在、世界の 11 億人が安全な水が利用できない状

態にある。我国は、上水道が普及し水道の水をそのまま飲める世界の中でも数少ない国である。

しかし、最近では、渇水時での水利用の安定性を確保していくことが重要な課題となっている。

海外では、命と健康を守るために水道施設の整備を必要とする人々が多く存在し、国際支援が

求められている。今後、アジア、アフリカの発展途上国では、人口急増のための食料増産や経

済成長に伴う水不足、洪水被害の増大、水処理施設の不足による水質汚濁等が懸念される。こ

のような状況のもと、今までに蓄積した水や食料の不足問題の解決、洪水災害防止技術の開発

や制度の整備などの経験を、今後開発途上国の水問題の解決のために生かすことが必要である。 

 以下に、沿岸・浅海域の有効利活用に関する諸機関の取り組みの現状について調査した結果

として、省庁で公表された水に関する資料、平成 16 年度海洋科学技術関連経費予算案、各機
関の海域の資源に関する取り組み、今後の問題点について記述する。 
 

７-１ 省庁で公表された水に関する資料 

「平成16年度版日本の水資源（水資源白書）」（平成16年8月1日）： 国土交通省土地・水

資源局水資源部が関係機関の調査結果をもとに、我国の水需給や水資源開発の現況、今後早急

に対応すべき水資源に関わる課題について総合的に取りまとめたものである。 

「健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議」（平成15年10月 16日）： 水循環の健全

化に向けて、どのような目標やプロセスで実際に取り組むかについて、地域が主体的・自立的

に考え、具体的な施策を導き出すための基本的な方向や方策のあり方を提示した『健全な水循

環系構築のための計画づくりに向けて』を取りまとめ、その概要を公表したものである。 

 

７-２ 平成16年度海洋科学技術関連経費予算案 

平成16年度海洋科学技術関連経費予算案合計は877億 2千万円で、各省庁の予算案とその使

用目的は以下の通りである。  

省庁名 予算案（億円） 使用目的 

文部科学省 431.35 深海地球ドリリング計画の推進、地球観測フロンティア研究 

システム（ARGO計画を含む）、地球フロンティア研究シス 

テム、固体地球統合フロンティア研究システム、 

極限環境生物フロンティア研究システム、 

地球シミュレータ計画推進、大陸棚画定調査への協力、 

政府間海洋学委員会(UNESCO/IOC) 等 

農林水産省 89.09 水産資源の調査・開発・管理、漁具・漁法技術開発、 

海洋環境保全対策、海洋空間利用調査、 
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海洋資源利用技術開発 

経済産業省 141.00 深海底鉱物資源開発調査、国内石油天然ガス基礎調査、 

メタンハイドレート開発、 

大水深域における石油資源等基礎調査 等 

国土交通省 204.99 海洋・沿岸域に係る計画策定等、沿岸海域基礎調査、 

海洋測地基準点測量、国際超長基線測量、 

事業調査（海岸事業調査、港湾、空港、下水道）、 

水路業務運営経費、海洋に関する気象業務経費、 

ITを活用した次世代海上交通システム、 

次世代内航船の研究開発、東南海・南海地震災害対策の強化、 

FRP廃船リサイクルシステムの構築、 

船舶からの環境負荷低減のための総合対策 等 

環境省 10.76 地球環境保全等試験研究費、水質汚濁防止対策、 

公害防止調査研究、自然環境保全対策 等 
 
 

７-３ 各機関の沿岸・浅海域の資源に関する取り組み 

 沿岸・浅海域の資源の有効利活用に関する諸機関の取り組みの現状を示す。 

（１）（財）造水促進センター 

① 海水淡水化普及導入調査（平成14～16年度：経済産業省委託） 

「海水淡水化技術開発等調査」の成果を基に、低コスト型逆浸透法海水淡水化施設の普及

導入促進を図ることを目的とし、現状の海水淡水化の経済性とコスト低減化の課題を明らか

にすると共に、地域特性に即した低コスト型海水淡水化施設導入計画調査を実施し、コスト

試算、導入の可能性および課題についての検討等が行われている。 

② 閉鎖性海域における汚染海水対応型海水淡水化システム開発（平成 14 度～16 年度：日本

自動車振興会補助） 

海水淡水化は、水源に余裕のない大都市で導入が本格化しつつある。また、都市周辺地域

では渇水や緊急災害が頻発する危険があり、海水淡水化による緊急用の水供給設備の需要が

高まっている。しかし、大都市臨海部の閉鎖的な内海や湾内は、都市排水等の流入による汚

濁や富栄養化が恒常化しており、汚染海水に対応可能な海水淡水化装置が求められている。 

そのため、本技術開発では、膜ろ過式前処理および逆浸透膜淡水化プロセスにおいて、膜

の物理化学的洗浄および殺菌処理の改善を行い、閉鎖性海域に適用可能な汚染海水対応型逆

浸透海水淡水化システムの開発を目的として、種々の実証試験が行われている。 

③ 国際技術協力・交流事業 

我国で研究開発された水再生利用、淡水化、工業用水使用合理化に係る造水技術の成果を

海外に移転普及するため、以下の研究協力・技術協力及び国際交流事業が実施されている。 

(i) 産油国石油精製用海水淡水化研究協力（平成13～16年度：（独）新エネルギー産業技術
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総合開発機構（NEDO）助成） 

 アラビア湾の入口に位置するオマーン国は、沿岸海水の汚染が進み、石油輸送船舶から

の油流出の危険も高い状況にある。このため、逆浸透法海水淡水化システムの導入にあた

っては、汚染海水の浄化技術の導入が必要である。本研究協力事業は、我国で開発された、

油分除去に対応した膜ろ過式前処理装置と高効率逆浸透海水淡水化装置を組み合わせた、

最新の海水淡水化システムの実証プラントを同国に建設し、長期連続運転を行うことによ

って、オマーン国沿岸の海水性状に対応した最適運転条件を研究し、同国での適応性を実

証し、併せて、運転研究を通して同国の技術者を育成することを目的としている。 

(ii) 産油国向けハイブリッド方式海水淡水化研究協力（平成15～18年度：経済産業省助成） 

発電・蒸発法海水淡水化二重目的プラントは、一般に電力需要が減る冬季に、発電設備

の負荷が大幅に低下して余剰となり不経済である。ハイブリッド方式海水淡水化システム

は、主に蒸気を使う蒸発法と、電力を使う逆浸透法との二種類の海水淡水化システムを組

み合わせ、電力と水の需要に合わせて最適な経済性とシステム効率を設定できるシステム

である。しかし、この中の逆浸透法海水淡水化システムについては、アラビア湾岸諸国に

おける安定運転の実績が少なく、これらの国で十分な信頼が得られていない。本研究協力

事業では、経済性に優れるハイブリッド方式海水淡水化システムの導入を促進し、湾岸諸

国で、水需要の安定的な確保に寄与することを目的としている。 

（２）（独）産業技術総合研究所 

 平成 10～14 年度に、海洋資源の総合的利用技術の開発に関する研究として、リチウム等海

水溶存資源採取用高度分離吸着剤開発、海底メタンハイドレート利用のための高性能メタン吸

蔵体開発、およびキチン・キトサン等海洋生物資源の生産と工業的利用研究を行っている。 

 海洋資源環境研究部門では、海水リチウム採取実用化技術、海水からの超高純度食塩の製造

とその応用短パルスレーザーによる海洋生物付着防止技術の開発などの研究が行われている。 

（３）水産庁 

平成12年、水産庁の下に、水産深層水協議会が設置され、水産分野における海洋深層水の利

活用を推進するため、海洋深層水に関する調査研究、事業に関する検討及び関係者相互の情報

交換を図っている。また、平成14年2月、政府は「バイオマス・ニッポン総合戦略」を閣議決

定し、バイオマスの利活用に関する取り組みを進めている。水産分野では、養殖等で排出され

る大量のホタテガイやカキの貝殻を、漁礁や排水処理に有効利用する等の取り組みをしている。

また、カニ・エビの殻に含まれるキチン・キトサンの有効利用を進めている。 

コンブ、ホンダワラ、カジメなどの藻類が消失する｢磯焼け｣が全国に広がっている問題の解

決を目指す｢磯焼け｣対策会議では、各地で実施している対策の再検討や人工的に藻類を育てる

実験を行い、平成18年度までに有効な改善策をまとめることになっている。 

（４）塩事業センター海水総合研究所 

 塩事業センター技術部門の中核として、製塩技術開発、塩の商品化技術開発、塩の品質検

査技術に関する研究に取り組んでいる。 
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（５）ソルト・サイエンス研究財団 

プロジェクト研究として、平成15年度より、製塩プロセスでの蒸発晶析工程の高効率化、高

品質化の研究を進めている。本財団は、「月刊ソルト・サイエンス情報」を発行し、塩に関する

国内外のニュース、米国塩生産業界レポート、研究情報、特許紹介等を掲載している。 

（６）環境省 

 平成17年度の環境省予算施策の成果目標では、閉鎖性水域における水環境の保全を取り上

げ、①第5次数量規制の実施により、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海の汚染負荷削減を図る、②瀬

戸内海において水質環境基準を確保し、埋立及び赤潮の発生を抑制する、③有明海及び八代海

の海域環境基準を確保し、当該海域環境の保全及び改善等を図る、④指定湖沼流域における湖

沼水質保全計画の効果的な実施により、湖沼水質を改善し環境基準達成を図る、とされている。 

（７）（独）海洋研究開発機構（JAMSTEC） 

 平成 16 年に、海洋技術センターが東大海洋研究所の研究船並びにその運航組織と統合して

設立されたもので、文部科学省の傘下にある。平成15年から3年計画で、長崎県と共同で、大

村湾などの閉鎖性内湾の生物による持続的浄化実験とカキの養殖を行うなど、海洋に関する基

盤的研究開発を進めている。 

（８）その他 

(i) 海の植物プランクトンの増殖による CO2の吸収を目的として、日加の合同チームが鉄を

プランクトンの栄養分として添加する実験を実施。（2004年 2月、日本経済新聞） 

(ii) 佐賀大学海洋エネルギー研究センター： エネルギー資源の開発・利用技術として、

海面と海面下 1,000ｍの 20～25℃の温度差を利用した海洋温度差発電について、1973 年に

開発に着手し、1994 年にはウエハラサイクルを確立。熱媒体にアンモニアと水の混合物を

使う。2002年には、21世紀COEプログラムに選ばれる。2003年に実験拠点の伊万里サテラ

イトが完成し、現在、30kＷの発電装置を使って実証実験を行っている。海水淡水化装置と

の併用も検討している。（2004年 7月、朝日新聞） 

 

７-４ 今後の課題 

 低コスト、高効率、環境保全型の沿岸・浅海域資源の有効利活用を実現するためには、広い

視野、強い統率力のもと、様々な分野の人々の力を結集しなければならない。しなしながら、

現状では、必ずしもそのようにはなっておらず、非効率的な面も多々ある。従って、今後は、

ベースとなる調査、研究・開発を進めることに加え、異分野間の有機的連携、事業組織の体制、

情報・事業評価システムの最適化を強力に推進する必要があると思われる。ここでは、関係官

庁の密接な連携、横断的な対応・取組みも重要であろう。 
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８．結語 
 世界的な各種資源不足や環境問題の回避に向けて、日本が必要とする研究・開発に弾みをつ

けることを目的として、沿岸・浅海域の資源の総合的かつ持続的な有効利活用を促進し、変動

に強い資源供給システムを構築して、社会の活性や生活の質を低下させることなく経済社会の

発展・醸成を実現するために必要な概念や環境整備、研究・技術開発の方向性、コスト、情報

管理、事業評価システム等について調査・検討した結果を取りまとめると共に、現状の大幅改

革が緊要の課題であるとの認識の下に、具体的な展開の方法を中心に以下のような提案を行っ

た。 
資源循環型社会の構築・実現と並行し、変動に強い資源供給システムを構築するためには、

沿岸・浅海域の溶存無機資源（特に、リチウム、ウランのような希薄資源、および硝酸やリン

のような富栄養化原因とも資源ともなり得るもの）、水、バイオマス（微生物から大型生物まで

を含む）等の各種資源の総合的かつ持続的な利活用を目指した研究・技術開発を重点的に推し

進めるべきである。 

また、沿岸・浅海域の総合的かつ持続的な利活用を目指すには、先ず、沿岸・浅海域の生産・

資源環境を適正に評価し、それらを保全、修復及び管理する技術の向上に努める必要がある。

そのためには、海域自体への汚染負荷の軽減、陸域からの汚染物流入の阻止を目指した、河川

上流から海域に及ぶ広い水域圏での環境保全に関する総括的な指針が必要である。 

さらに、沿岸・浅海域の資源の有機的・連携的利活用を実現するための調査・研究、技術開

発を促進させる必要がある。すなわち、沿岸・浅海域の多面的利用、高効率・環境保全型の資

源利活用技術の開発、資源の採取や利活用に係る付属技術（腐食・生物汚損対策、エネルギー

の開発・変換・利用技術等）の研究・開発、複数資源の同時採取、資源採取と環境再生の融合

化等、既成の概念および技術の融合化等を推し進めなければならない。そのためには、関連情

報の管理・開示システム、事業組織の体制整備、事業評価システム等の最適化・効率的運用を

図る必要がある。同時に、これらの資源の有効利活用を推進するには、市民の協力が必須であ

ることから、市民に判りやすく、馴染みやすい、上記の調査・研究報告、技術情報をはじめと

する、沿岸・浅海域の生物・非生物環境に係る各種情報の利用・汎用化に努めるべきである。 
なお、本報告の内容は、国内のみに留まらず、我が国と同様に海を重要な資源供給の場とし

ている諸外国の研究・開発の促進を意図するものである。これを着実に実施していくことは、

国内問題の解決につながるばかりでなく、人口の激増や資源の急速な不足・枯渇にさらされて

いる国々や地域に貢献することにほかならない。 
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